
第515号

発　行　令和 8年10月15日

発行所　名護市

市   章
　　　　総務部総務課

　　　――――　条　　　　例　―――― 　いて

○　名護市条例第19号(総務課) ○　名護市告示第160号(総務課)

　名護市水道事業の設置等に関する条例及び 　令和８年第２２４回名護市議会定例会の招

　名護市下水道事業の設置等に関する条例の 　集告示について

　一部を改正する条例の専決処分について ○　名護市告示第161号(国民健康保険課)

　　　――――　規　　　　則　―――― 　督促状の公示送達について

○　名護市規則第31号(消防本部総務課) ○　名護市告示第162号(地域力推進課)

　名護市防災研修センターの設置及び管理に 　名護市コミュニティ基盤強化補助金交付要

　関する条例施行規則の一部を改正する規則 　綱の一部を改正する要綱の公表について

　の公布について ○　名護市告示第163号(市民課)

○　名護市規則第32号(会計課) 　住所異動催告および催告期限通過後（令和

　名護市会計管理者の補助組織の設置及び事 　８年10月14日）住民票の削除の告示に

　務代理並びに市長の権限に属する事務の補 　ついて

　助執行に関する規則の一部を改正する規則 ○　名護市告示第164号(国民健康保険課)

　の公布について 　督促状の公示送達について

○　名護市規則第33号(保育・幼稚園課) ○　名護市告示第165号(介護長寿課)

　名護市保育施設等の保育の利用に関する規 　名護市介護予防・日常生活支援総合事業事

　則の一部を改正する規則の公布について 　業者の新規指定について

○　名護市規則第34号(人事行政課)

　名護市職員の条件付採用の期間の延長に関 ○　名護市告示第166号（財政課)

　する規則を全部改正する規則 　令和８年度名護市介護保険特別会計予算の

○　名護市規則第35号(人事行政課) 　公表について（第２号補正）

　名護市職員のハラスメントの防止等に関す ○　名護市告示第167号（国民健康保険課)

　る規則の一部を改正する規則の公布及び同 　督促状の公示送達について

　規則の運用に関する協議書の締結について 　　　――――　公　　　　告　――――

○　名護市規則第36号(会計課) ○　名護市公告第53号(工事契約検査課)

　名護市会計規則の一部を改正する規則の公 　名護市公募型指名競争入札の実施について

　布について 　（市道真川線道路改良工事）

　　　――――　告　　　　示　―――― ○　名護市公告第54号(工事契約検査課)

○　名護市告示第158号(国民健康保険課) 　名護市公募型指名競争入札の実施について

　令和８年度国民健康保険税納税通知書の公 　（21世紀の森公園園路照明改修工事

　示送達について 　（その2））

○　名護市告示第159号(市民課) ○　名護市公告第55号(工事契約検査課)

　住所異動催告および催告期限通過後（令和 　名護市公募型指名競争入札の実施について

　８年９月16日）住民票の削除の告示につ 　（市道名護58号線道路改良工事（R8））

名　護　市　公　報

名護市公報



○　名護市公告第56号(工事契約検査課)

　名護市公募型指名競争入札の実施について

　（三原福地線道路改良工事（その５））

○　名護市公告第57号(工事契約検査課)

　市道真川線道路改良工事に係る入札参加申

　請書提出期限の変更にいついて

○　名護市公告第58号(工事契約検査課)

　名護市公募型指名競争入札の実施について

　（21世紀の森公園武道機能拡充整備水道

　管移設工事）

○　名護市公告第59号(農業政策課)

　地域農業経営基盤強化促進計画（地域計画

　）変更案の公告・縦覧について

○　名護市公告第60号(工事契約検査課)

　名護市公募型指名競争入札の実施について

　（久志地区農業用ダム施設更新工事（そ

　の4））

○　名護市公告第61号(工事契約検査課)

　名護市公募型指名競争入札の実施について

　（辺野古地区農業用ダム施設更新工事（

　その2））

○　名護市公告第62号(工事契約検査課)

　名護市公募型指名競争入札の実施について

　（21世紀の森球場バックネット改修工事）

○　名護市公告第63号(工事契約検査課)

　名護市公募型指名競争入札の実施について

　（21世紀の森公園園路照明改修工事（その

　2））



名護市水道事業の設置等に関する条例及び名護市下水道事業の設置等に関する条例のー

部を改正する条例を地方自治法(昭和器年法律第67号)第180条第1項の規定により専
決処分し、ここに公布する。

御 N7U丸

専 決

名護市条例第げ号
名護市水道事業の設置等に関する条例及び名護市下水道事業の設置等に関する条例

の一部を改正する条例~別紙

処 分

双具知武名護市長
名護
市長旦

書



名護市水道事業の設置等に関する条例及び名護市下水道事業の設置等に関する条例

の一部を改正する条例

(名護市水道事業の設置等に関する条例の一部改正)

第1条名護市水道事業の設置等に関する条例(昭和U年条例第器号)の一部を次のよう

に改正する。

第6条中「第243条の2の8第8項」を「第243条の2の9第8項」に改める。

(名護市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正)

第2条名護市下水道事業の設置等に関する条例(令和元年条例第れ号)の一部を次のよ

うに改正する。

第6条中「第243条の 2の8第8項」を「第243条の2の9第8項」に改める。

附則

この条例は、令和8年9月24日から施行する。

.



名護市防災研修センターの設置及び管埋に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

令和 8年9月/〒日

申

名護市規則第 3/号

名護市防災研修センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則~別紙

名護市長 ル1知武史



名護市防災研修センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則

名護市防災研修センターの設置及び管理に関する条例施行規則(平成29年規則第12号)

の一部を次のように改正する。

第3条第1項中「使用日の5日前」を「使用する日」に改め、同条第2項を次のように

改める。

2 前項の規定にかかわらず、自動券売機により発行された利用券の提出をもって申請に

代えることができる。

第9条第2項中「減額」の次に「、又は使用料の徴収を免除」を加え、同条中第3項を第

4項とし、第2項の次に次の1項を加える。

3 第1項の規定にかかわらず、自動券売機により発行された免除券又は減額券の提示を

もって申請に代えることができる。

第9条に次の1項を加える。

5 市長は、前項の規定にかかわらず、第3項の規定により提出された免除券又は減額券

の受領をもって、名護市防災研修センター使用料減免決定通知書の通知に代えることが

できる。

附則第2項及び第3項を削り、附則第1項の見出し及び項番号を削る。

様式第1号中

住所

団体名

代表者

使用責任者 印

連絡先

峰

印

住所

団体名

代表者

使用責任者

連絡先

に改める。

様式第3号中

住所

団体名

代表者

使用責任者

連絡先

住所

を
「

を
「



団体名

代表者

使用責任者

連絡先

に改める。

様式第6号中

住所

団体名

代表者

使用責任者

連絡先

輩

住所

団体名

代表者

使用責任者

連絡先

印

に改める。

附則

(施行期印

1 この規則は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2 この規則施行の際、現にこの規則による改正前の名護市防災研修センターの設置及び

管理に関する条例施行規則の規定により行われた手続その他の行為は、この規則の規定

によりなされたものとみなす。

を
「



名護市会計管理者の補助組織の設置及び事務代理並びに市長の権限に属する事務の補助

執行に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 8年 q 月/9 ヨ

0も

名護市規則第32 号

名護市会計管理者の補助組織の設置及び事務代理並びに市長の権限に属する事務の

補助執行に関する規則の一部を改正する規則~卸俳氏

名護市長
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名護市会計管理者の補助組織の設置及び事務代理並びに市長の権限に属する事務の

補助執行に関する規則の一部を改正する規則

名護市会計管理者の補助組織の設置及び事務代理並びに市長の権限に属する事務の補助

執行に関する規則(平成19年規則第H号)の一部を次のように改正する。

第9条第1項第7号中「社会保険診療報酬支払基金」を「医療情報基盤・診療報酬審査

支払機構」に改める。

附則

この規則は、令和8年10月1日から施行する。

U ーノ



名護市保育施設等の保育の利用に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

8午g月 Jy e令和

廿

名護市規則第 OW 号

名護市保育施設等の保育の利用に関する規則の一部を改正する規則 ~別紙

名護市長 ル1々武二
ヒ.'



名護市保育施設等の保育の利用に関す戸規則の一部を改正する規則
名護市保育施設等の保育の利用に関する規則(平成27年規則第13号)の一部を次のよう

に改正する。

別表第2項の表中

G・ 同居人が

障がい等

を有する

場合(基

本指数の

類型が⑤

以外の場

合に加算

する)

11 教育・保育給付認定保護者又は教育保育給付認定子ども

以外の同居人が、身体障害者手帳(2級以上)、精神障

害者保健福祉手帳(2級以上)、療育手帳AI・ A2、

障害基礎年金証書(1級)若しくは特別児童扶養手当証

書の交付を受けている、又は要介護者(在宅)である場

2

12 教育・保育給付認定保護者又は教育保育給付認定子ども

以外の同居人が、身体障害者手帳(3級以下)、精神障

害者保健福祉手帳(3級)、療育手帳AI・ A2、障害

基礎年金証書(2級)又は特別児童扶養手当証書の交付

を受けている場合

2

13 上記以外で継続的な入院その他医療を必要とする教育保

育給付認定子ども以外の児童の看護・介護を行っている

あラロ

G 同居人が

障がい等

を有する

場合(基

本指数の

類型が⑤

以外の場

合に加算

する)

2

11 教育・保育給付認定保護者又は教育保育給付認定子ども

以外の同居人が、身体障害者手帳(2級以上)、精神障

害者保健福祉手帳(2級以上)、療育手帳AI・ A2、、

障害基礎年金証書(1級)若しくは特別児童扶養手当証

書の交付を受けている、又は要介護者(在宅)である場

1

12 教育・保育給付認定保護者又は教育保育給付認定子ども

以外の同居人が、身体障害者手帳(3級以下)、精神障

害者保健福祉手帳(3級)、療育手帳AI・ A2又は障

害基礎年金証書(2級)の交付を受けている場合

2

13

1

上記以外で継続的な入院その他医療を必要とする教育保

合

合

を
「



に改め、同表第3項の表中

0

育給付認定子ども以外の児童の看護・介護を行っている

扮口

市外在住 31 護者(要件24に該当する者を除く。)が市外に在住

し、かつ、市内に在勤・在学している場合純云入予定者

で市内の転入先住所が確認できる書類を提出する場合を

除く。)

32

P

呆護者(要件24に該当する者を除く。)が市外に在住

し、かつ、市外に在勤・在学している場合伸云入予定者

で市内の転入先住所が確認できる書類を提出する場合を

除く。)

ム'労実態

Q 1」用者負

担額の滞

納

33 族が経営している事業等に就労し、配偶者控除又は扶

控除の対象となり、収入が確認できない場合

34 納付期限経過分の利用者負担金(保育料)を滞納してい

る場合で、利用者負担額の滞納分を市が児童手当から徴

収することに承認の申出をしている場合(卒園児に係る

1」用者負担額を滞納している場合を含む。)

-35

35 正当な理由がなく、納付期限経過分の利用者負担金を滞

納している場合(卒園児に係る利用者負担額を滞納して

いる場合を含む。)

基本減点(-5)とし、滞納1月分につき2点を減点

(伊D 利用者負担金の滞納がある場合

-5 +((-2) X滞納月数):滞納月数が1か月分の

場合は、-7の減算となる。

失業・櫂災等やむを得ない事由によるとき、滞納返済が

進んでいるとき 6見童手当からの申入れ徴収等)等はこ

の限りでない。

-40

伺居親族

の保育必

要性

-5

-5

36 呆育ができる60歳未満の親族等と同居(同一敷地内及び

二世帯住宅を含む。)している場合(要件2に該当する

-フ

J'、』゛

-5



S 育児休業

の延長

-5

場合及び当該親族等の保育を必要とする証明書類を提出

する場合を除く。)

37

0

希望する施設に入園できない場合は、育児休業の延長も

許容できる。

市外在住 31 呆護者(要件24に該当する者を除く。)が市外に在住

し、かつ、市内に在勤・在学している場合(転入予定者

で市内の転入先住所が確認できる書類を提出する場合を

除く。)

32 呆護者(要件24に該当する者を除く。)が市外に在住

し、かつ、市外に在勤・在学している場合(転入予定者

で市内の転入先住所が確認できる書類を提出する場合を

除く。)

リ用者負

担額の滞

納

33 納付期限経過分の利用者負担金(保育料)を滞納してい

る場合で、利用者負担額の滞納分を市が児童手当から徴

収することに承認の申出をしている場合(卒園児に係る

11用者負担額を滞納している場合を含む。)

-110

34 正当な理由がなく、納付期限経過分の利用者負担金を滞

納している場合(卒園児に係る利用者負担額を滞納して

いる場合を含む。)

基本減点(-5)とし、滞納1月分につき2点を減点

(例)利用者負担金の滞納がある場合

-5+((-2) X滞納月数):滞納月数が1か月分の

場合は、-7の減算となる。

失業・櫂災等やむを得ない事由によるとき、滞納返済が

'んでいるとき(児童手当からの申入れ徴収等)等はこ

の限りでない。

-35

-40

Q 同居親族

の保育必

要性

-フ

35 呆育ができる60歳未満の親族等と同居(同一敷地内及び

二世帯住宅を含む。)している場合(要件2に該当する

ーー^

-5

を
「



R 育児休業

の延長

に改める。

附則

(施行期日)

1 この規則は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2 この規則による改正後の名護市保育施設等の保育の利用に関する規則の規定は、令和

9年度の利用に係る申込みから適用し、令和8年度の利用に係る申込みについては、な

お従前の例による。

場合及び当該親族等の保育を必要とする証明書類を提出

する場合を除く。)

36 希望する施設に入園できない場合は、育児休業の延長も

許容できる。

-110



名護市職員の条件付採用の期間の延長に関する規則の全部を改正する規則をここに公布

する。

令和ゞ年ツ月2y e

.

名護市規則第3鷄
名護市職員の条件付採用の期間の延長に関する規則の全部を改正する規則

气塗、二1,ル11P名護市長

~別紙



名護市職員の条件付採用の期間の延長に関する規則

名護市職員の条件付採用の期問の延長に関する規則(令和2年規則第W号)の全

部を改正する。

(趣旨)

第1条この規則は、地方公務員法昭和閥年法律第2田号)第器条及び第詑条の

2第7項の規定に基づき、職員の条件付採用の期間の延長に関し必要な事項を定

めるものとする。

(条件付採用期間)

第2条職員の採用は、その任命の日から起算して6月間を条件付とし、条件付採

用の期間の終了前に任命権者が別段の措置をしない限り、その期間が終了した日

の翌日において、職員の採用は正式のものとなる。

(条件付採用期間の延長)

第3条任命権者は、職員の条件付採用期問について、条件付採用の職員が次の各

号のいずれかに該当すると認める場合は、前条の規定にかかわらず、当該各号に

定める期間を延長することができる。ただし、条件付採用期問は、当該条件付採用

期間の開始後1年を超えないものとする。

山条件付採用期間の開始後6月間において、病気等の理由により実際に勤務し

た日数が90日に満たない場合その日数が90日に達するまでの期問

②正式採用となるための能力及び成績の実証又は判定が十分でないと認められ

る場合 6月以内の期間

(会計年度任用職員に係る条件付採用の期闇等)

第4条地方公務員法第器条の2第1項に規定する会計年度任用職員に対する前2

条の規定の適用については、第2条中「6月間」とあるのは「1月間」と、前条本

文中「当該条件付採用の期間の開始後1年」とあるのは「当該職員の任期」と、同

条第 1号中 r6月問」とあるのは「1月間」と、「90日」とあるのは「15 助と、

同条第2号中「6月以内」とあるのは「1月以内」と、する。

(勤務実績の報告等)

第5条条件付採用期間中の職員の所属長は、条件付採用の期間の終了前までにそ

の者の勤務実績その他必要な事項について、条件付採用職員勤務実績報告書(様

式第1号)により任命権者に報告しなければならない。

2 任命権者は、前項の報告に基づき条件付採用期間の延長を適当と認めたときは、

条件付採用期間の終了前にその措置を執らなければならない。

3 任命権者は、前項の規定により条件付採用期間を延長したときは、当該職員に

対して条件付採用期間延長通知書(様式第2号)を交付するものとする。

4 任命権者は、第1項の報告に基づき条件付採用期間中の職員について免職を適

当と認めた場合は、条件付採用期間の終了前にその措置を執らなければならない。

5 任命権者は、前項の規定により免職となる職員に対し、免職通知書(様式第3

号)を交付するものとする。

附則

この規則は、公布の日から施行する。

抑



様式第1号(第5条関係)

任命権者殿

、,

下記の職員について、名護市職員の条件付採用の期間の延長に関する規則第5条

第1項の規定により条件付採用期間中における勤務実績等を報告します。

・己

条件付採用職員勤務実績報告書

所属課名

職氏名

1 対象職員

①所属名:

②職氏名:

③条件付採用期間:年月日から年月 日まで

2 勤務実績及び不就業の状況(年月日現在)

住)不就業(病休・欠勤等)の有無:有・無

②不就業が有る場合

ア実際の勤務日数(印

イ不就業の期間及び理由

3 所属長評価(該当する記号に0をつけてください)

①良好(正式採用として推薦する)

②要見極め(勤務日数不足又は指導継続のため期間延長を要する)

③採用不適当(著しい勤務不良、指示違反、非違行為等により、正式採用の審査

基準に達しない)

4 備考

年 月 日



様式第2号(第5条関係)

所属

職氏名

、

条件付採用期間を下記の理由により年月日まで延長したので、名護

市職員の条件付採用の期間の延長に関する規則第5条第3項の規定により通知する。

記

理由

条件付採用期間延長通知書

年 月 日

(任命権者) 印



様式第3号(第5条関係)

(所属名)

(職氏名)

"

条件付採用期間の成績を不良と判断し、年月日付けで免職すること

としたので、名護市職員の条件付採用の期間の延長に関する規則第5条第5項の規

定により通知する。

理由

免職通知書

年 月 日

記

(任命権者) 印



名護市職員のハラスメントの防止等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

名護市規則第35号
名護市職員のハラスメントの防止等に関する規則の一部を改正する規則

名護市長ル4や武
者護
長印

、

~別紙

日12月ヲ年Ⅱ戸



名護市職員のハラスメントの防止等に関する規則の一部を改正する規則

名護市職員のハラスメントの防止等に関する規則(令和2年規則第28号)の一部

を次のように改正する。

第2条第1号に次のように加える。

エカスタマー・ハラスメント職員力斗旦当する行政サービス利用者等の言動が、

当該言動の要求の内容の妥当性に照らして、当該要求を実現するための手段・態様

が社会通念上許容される範囲を超え、職員の就業環境が害されることをいう。

第3条第1項第4号中「職員が担当する行政サービスの利用者等からの言動で、

当該行政サービスをめぐるそれまでの経緯やその場の状況により、その対応を打ち

切りづらい中で行われるものであって、当該言動を受ける職員の属する部署の業務

の範囲や程度を明らかに超える要求をするものJ を「カスタマー・ハラスメント」に

改める。

第7条を次のように改める。

(ハラスメント相談窓口)

第7条ハラスメントに関する相談及び苦情(以下「相談等」という。)に対応する

ため、総務部人事行政課、教育委員会総務課及び消防本部総務課にハラスメント

相談窓口(以下「相談窓口」という。)を置く。

2 相談窓口に相談等を受ける構成員(以下「相談員」という。)を置き、総務部人

事行政課、教育委員会総務課及び消防本部総務課の職員をもってそれぞれ充てる。

3 職員が相談等を行おうとするときは、教育委員会の職員は教育委員会総務課、

消防本部の職員は消防本部総務課、それ以外の職員は総務部人事行政課の相談員

に対し申し出るものとする。

4 前項の規定にかかわらず、相談窓口の属する課においてハラスメントが発生し

ている場合は、当該ハラスメントを受けている職員又はハラスメントが発生して

いると認識する職員は、他の窓口に申し出ることができる。

第9条を第松条とする。

第8条の見出し中「苦情相談」を「相談等」に改め、同条を第9条とし、第7条の

次に次の1条を加える。

(相談等の処理)

第8条相談員は、相談等に係る問題の事実関係の確認及び当該相談等に係る当事

者に対する助言等により、当該問題を迅速かつ適切に解決するよう努めるものと

する。この場合において、相談員は、ハラスメント相談等記録簿拐噛己様式)に経

過等を記録するとともに、次条第1項に基づき定められる指針に十分留意しなけ

ればならない。

2 相談窓口の属する課の長は、相談等の内容及び状況により、前項の規定による

解決が困難であると認めるときは、第10条に規定するハラスメント対策委員会に

その処理を依頼するものとする。

3 前項の規定にかかわらず、相談等のうち、公務の円滑な執行に著しい支障を生

じさせる悪質な事案については、名護市不当要求行為等の防止に関する要綱(平

成15年告示第74号)に定める不当要求行為等防止対策委員会にその処理を依頼

.



するものとする。

第9条の次に次の2条を加える。

(ハラスメント対策委員会)

第10条相談等を処理し、適正かつ公正な処理を図るため、ハラスメント対策委員

(以下「委員会」という。)を設置する。
Z)、
ユ:ヰ

2 委員会は、名護支部長会議規程(平成5年訓令第巧号)第3条に規定するもの

のうちから市長及び政策調整官を除くものをもって組織する。

3 委員会に委員長を置くものとし、委員長は、副市長をもって充てる。

4 委員会に副委員長を置くものとし、総務部長をもって充てる。

5 第2項に掲げる者のほか、委員長が必要と認める職員を指名し、委員に加える

ことができる。

6 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、議長となる。

7 委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。

8 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴取するこ

とができる。

9 委員は、自己に関する事案に係る会議に、委員として出席することができない。

10 委員長は、相談等に対応したときは、速やかにその結果を任命権者に報告しな

ければならない。

H 委員会の庶務は、事案を所管する相談窓口担当課において処理し、総務部人事

行政課において記録を管理する。

(プライバシーの保護等)

第H条相談等の処理に関与した職員は、関係職員のプライバシーの保護及び秘密

の保持を徹底し、関係職員が不利益を被らないように留意しなければならない。

附則の次に次の様式を加える。

,



別記様式(第8条関係)

゛

相談日

相談員

相談員

相談方法

年

氏名

ハラスメント相談記録簿

相談者

氏名

対面・電話・その他(

月

氏名

日

当事者

立場

時

相談内容

いつ(期問)

氏名

被害者(

第三者(

その他(

分から

氏名

(被害者)

所属

※ハラスメントの種類

・どこで・誰が・何を・

所屈

時

)行為者と指摘された者

)相談を受けた監督者等

仂口害者とされる者)

分まで

所属

対応状況(事実関係・相談員の意見等)

どのように

所属

所属

備考

)
)
)

(
(
(



附則

この規則は、令和8年10月1日から施行する。

'



名護市会計規則の一部を改正する規則をここに公布寸る。

令和 9年/ρ月6

名護市規則第36号

名護市会計規則の一部を改正する規則

日

武キご■
^゛,■

次U名護市長

~号1絲氏

'^^^^r

d
^ 1

、

、



名護市会計規則の一部を改正する規則

名護市会計規則(平成10年規則第2号)の一部を炊のように改める。

第駆条の2中「会計管理者は、」の次に「国若しくは地方公共団体に対する支出又は」を
加え、「7K道料金又は電気通信役務」を「水道料金若Lくは電気通信役務」に改め、「基づ
く料金」の次に「その他会計管理者が必要と認める支出」を加える。

附則

この規則は、公布の日から施行する。

.



名護市告示第/タ今号

下記書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所がともに不明、又は外国において送達が困難であるため、

地方税法第20条の2の規定により公示送達する。

なお、送達すべき書類は市長が保管し、いつでも送達を受けるべき者にこれを交付する。

令和8年9月Ⅱ日

公

ー.ー、
,鳥

国民健康保険税納税通知書

国民健康保険税納税通知書

名称

送達

国民健康保険税納税通知書

国民健康保険税納税通知書

国民健康保険税納税通知書

送達すべき書類

国民健康保険税納税通知書

国民健康保険税納税通知書

国民健康保険税納税通知書

仕也方税法第20条の2第3項の規定により、掲示を始めた日から起算して7日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。)

国民健康保険税納税通知書

年度

令手口8

令手口8

令手Ⅱ8

令手Π8

期別

令手Ⅱ8

令千Π8

第3期

第3期~第8期

令手Ⅱ8

第3期

第3期~第8期

令千Ⅱ8

第3期~第8期

令千Ⅱ8

名護市長

第3期~第8期

第3期~第8期

第3期~第8期

送達を受けるべき者の氏名

渡具知武豊

第3期~第8期

ROSSNER

NYERGES

玉城裕也

NOE

NORBERT

入高島勝

計9名

福富敦

松圧

高橋秀人

貴樹

北野勇樹

松田翔

書示



言ι1二^ι目名護市告示第/占/号

名穫市に住所登録している別紙の者について、住民基本台帳法(昭和42年法律第釘号)

第34条第2項の規定による調査の結果、居住していないことを確認したので、同法第8条

及び住民基本台帳法施行令(昭和42年政令第292号)第柁条第1項の規定により、住民票

を令和8午9月Ⅱ日に消除したが、本人に通知することが困難なため、住民基本台帳法施

行令第12条第4項後段の規定により告示する。

.

令和8年9月Ⅱ日

住民票職権記載(消除)対象者~別紙

名護市長渡具知武豊
,

J



別紙

番号

1 比嘉康隆

氏名

昭和31年9月23日

生年月日

字屋音脇42番地1 比嘉アパート102号

住所

.

.



名護市告示第160号

令和8年第224回名護市議会定例会を、次のとおり招集する。

卓

令和8年9月18日

1

名護市長渡具知武豊

2

日

所

令和8午9月2 8日

名護市議会議事堂

期
場



名護市告示第ル/号

送 書達刀弌公

下記督促状の送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所がともに不明、又は外国において送達が困難であるため、地力税

法第20条の2の規定により告示します。

なお、公示送達する書類は、市長(国民健康保険課)が保管していますので、申し出があれぱいつでも送達を受けるべき方に交付し

ます。

令和8年9月18日

納税通知書番号

1/1

1331779

1377418

書類の名称

督促状

督促状

税

国民健康保険税

国民健康保険税

目

(注意)地方税法第20条の2第3項の規定に基づき、掲示を始めた日から起算して7日を経過したときば、書類の送達があうたものとみなきれます。

税額

年

令和8年度

令和8年度

度

名護市長渡具知武豊

期

第2期

別

第2期

納

SURAVAN

時永広顕

税 務

PUMERAT

者義



名護市告示第162号

名護市コミュニティ基盤強化補助金交付要綱の一部を改正する要綱を炊のように定め

る。

令和8年9月24日

.

名護市コミュニティ基盤強化補助金交付要綱の一部を改正する要綱~別紙

名護市長渡具知武豊



名護市コミュニティ基盤強化補助金交付要綱の一部を改正する要綱

名護市コミュニティ基盤強化補助金交付要綱(平成30午告示第177号)の一部を炊のように改正する。

第1条略

(用語の定義)

第2条この要綱において行政区とは、市域内の一定の区域に住所を有

するものの地縁に基づいて形成された団体で三"宝篁」_に掲げるものを

し、う。

(補助対象者)

第3条補助金の交付対象となる者は、歳入決算額の直近5年平均額が7

00万円を超えない行政区(以下「対象区」という。)とする。

2 前項の歳入決算額は、次の各号に該当する額を控除することができ

る。

①名護市コミュニティ基盤強化補助金

②名護市自治公民館等大規模修繕事業補助金

(削除)

1 名護市クラウドファンディング事業補助金

■名護市街灯設置補助金及び街灯電気使用料補助金

ぽ赤十字、赤い羽根募金及び緑の羽根の募金等額

6 その他市長が特に必要と認める補助金等

第4条略

(補助額)

第5条補助額は、700万円から対象区の歳入決算額の直近5年平均額を

引いた額(以下「差引額」という。)の4分の3の額と.」塗二1^淫

改正後(案)

2に定める

ー,令

1額総額にヌ、 tるメ

第1条略

(用語の定義)

第2条との要綱において行政区とは、市域内の一定の区域に住所を有

するものの地縁に基づいて形成された団体で別表に掲げるものをい

つ。

(補助対象者)

第3条補助金の交付対象となる者は、歳入決算額の直近5年平均額が7

00万円を超えない行政区(以下「対象区」という。)とする。

2 前項の歳入決算額は、次の各号に該当する額を控除することができ

る。

①名護市コミュニティ基盤強化補助金

②名護市自治公民館等大規模修繕事業補助金

より算定Lた額の△計額とのうち、低い額とする。

1 対区0>す数の直近5

三.、低い額とする。

ほ乕即

現〒テ

の平均盲に応じ別表

③

④名護市クラウドファンディング事業補助金

樹名護市街灯設置補助金及び街灯電気使用料補助金

⑥赤十字、赤い羽根募金及び緑の羽根の募金等額

⑦その他市長が特に心、要と認める補助金等

第4条略

(補助額)

第5条補助額は、700万円から対象区の歳入決算額の直近5年平均額を

引いた額(以下「差ぢ噸」という。)の4分の3の額と全型墾区三茎

1/4

区差 1額の める率を予算額に乗じた額とのう

域 弦テ



額

2 メ

ナる歳入決竹額力

区の盲j丘 5年『

壬十額で徐し r

3 当該度の市歳予竺額から

及び別表

額夕X捻額に太tる当該支象区の差熔^を除Lて旧た割合を

゛・煩

た判△に式じ

ナる区・収入額の合計額を同期」孑

小

4に定める額を控余した額に市内令ての'、象区の差 1

3条

メ、独区の前3号により算定Lた額の<号十額が前度の助金の額

を下回る場合は当該ヌ、象区の前度のネ助金の額を下回った額を

詞 11
^

2項名凶にキげる額をヱ余Lた額の合

の額を下回った額の合計額で除Lて但た割合に別表

度の補助令の額を下回る市内の全てのヌ

別

三至'エ^

2 前項の規定による補助額を一定後 、ー^

3に定める額

市内全てのヌ

ぐ

前項に燭定寸る上限額に満たないヌ

<は 1回に眠る 1四)とtる

た割合を乗じて旧.た額を再配<することができる

3

これを切り捨てるものとする。

第6条~第玲条略

定した額の<計額

前2項の規定により算定した額に千円未満の端数が生じたときは、

に才

区の甍 1額の総額

晏旦圭釜」_(第2条関係)

伴雁劣

区域別

じて守

区の前度の甫助令

護地区

市歳出予算額に残額が生じた

(新設)

喜瀬区幸喜区

区城区港区

大北区宮里区

羽地地区

4に定める額

区にヌ、し

俳雁周

区の差 1額売除L

源河区稲嶺区真喜屋区仲尾次区川上区田井

当該残額に

許圧区

大亰区

為又区

ただし再配

区の名称

伴乕劣

数久田区世冨慶区東江

大中区大西区大南区

2

れを切り捨てるものとする。

第6条~第玲条略

前項の規定により算出した額に千円未満の端数が生じたときは、こ

別表(第2条関係)

区域別

護地区 喜瀬区幸喜区

区城区港区

大北区宮里区

羽地地区

2/4

ハ河区稲嶺区真喜屋区仲尾次区川上区田井

許田区

大東区

為又区

区の名称

数久田区世冨慶区東江

大中区大西区大南区

場△1*

りよこ
口

2

メ亥
一

当るす上メこ



久志地区

等区親川区

我部祖河区

久志区豊原区辺野古区

瀬嵩区汀問区三原区

区天仁屋区

屋部地区

屋我地地

区

仲尾区振慶名区

古我知区内原区

屋部区宇茂佐区

区安和区

別表

冗平名区我部区運天原区済井出区屋我区

世帯数の盲近5

2 (

幼0'世帯宋満

200 廿世以上7蜘世帯夫満

山田区

呉我区

二見区

安部区

中山区旭川区勝山区山入端

四旦竺茎塾上

伊差川区

別表サ3 (-5 矢剰係)

大川区

嘉陽区

尾の平均

聖二丞道

大浦区

底仁屋

10咲,以上 20ツ

区窒三告蛤

20咲かメ上 30%未満

30%以上 40ツ

40

部%拶、上

久志地区

以上50V

基杢讐生墾

満

※ f区一の室11△1 は百近5年鳥における区・収入額の<計額を

等区親川区

我部祖河区

金三墾

ナる歳入決甘額から」才

久志区豊原区辺野古区

瀬嵩区汀間区二原区

区天仁屋区

屋部地区

丑土

別表

120,舶0円

仲尾区振慶名区

古我知区内原区

240、 000円

我地地

4 (仁" 5 契弼系)

部区宇茂佐区

区安和区

区

力U算額

360,000円

π平名区我部区運天原区済井出区屋我区

3 女、

山田区

呉我区

二見区

安部区

2項各園にキげる額を控除Lた額の

60,000円

中山区旭川区勝山区山入端

0円

120,000円

180_ 000円

伊差川区

大川区

嘉陽区

Ξ1旦■凶_巴

300、 000円

大浦区

底仁屋

同期

3/4
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令和8年度

全女上'三巨

全型」旦上区

缶坐

金1止三二区

令和■年度

令和玲年度以降

備考改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附則

この要綱は、告示の日から施行する。

激変緩和に充てる額

500、 000円

如0、 000円

300 000円

200、 000円

100、 000円

0円

4/4

'



名護市告示第/6号

名護市に住所登録している別紙の者について、住民基本台帳法(昭和42年法律第別号)

第34条第2項の規定による調査の結果、居住していないことを確認したので、同法第8条

及び住民基本台帳法施行令(昭和42年政令第2兜号)第12条第1項の規定により、住民票

を令和8年9月25日に消除したが、本人に通知することが困難なため、住民基本台帳法施

行令第12条第4項後段の規定により告示する。

.

令和8年9月25日

住民票職権記載(消除)対象者~別紙

名護市長渡具知武豊



別紙

番号

1 宮口正勝

氏名

昭和20年4月5日

直

生年月日

宇茂佐の森二丁目20番地4

CASAROSAI05号

住所

4



名護市告示第/'4 号

下記督促状の送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所がともに不明、又は外国において送達が困難であるため、地方税

法第20条の2の規定により告示し主す。

なお、公示送達する書類は、市長(国民健康保険課)が保管していますので、申し出があればいつでも送達を受けるべき方に交付し

ます。

令千Π8年9月28日

納税通知書番号

公

372082

"

類の名称

送

督促状

.

達

税

国民健康保険税

書

目

(注意)地方税法第20条の2第3項の規定に基dき、掲示を始めた日から起算して7日を経過したときは、書類の送達があったものとみなされまt。

税額

年

令和7年度

度

名護市長渡具知武豊

期

第5~7期

別
納

仲村薫

税 義 務 者

1/1

示

書



名護市告示第 165号

介護保険法(平成 9年法律第123号)第115条の45の 3 第 1項本文に規定する

第一号事業の指定事業者の指定について、同法第115条の妬の 5 の規定に基づき

次のとおり指定する。

令和 8年9月28日

゛

申請者の名称

主たる事務所の所在地

代表者の氏名及び職名

事業所の名称

事業所の所在地

介護保険事業所番号

指定年月日

指定の有効期間

サービスの種類

合同会社安来

沖縄県名護市大南二丁展8番3号

代表社員上原良平

ヘノレノ弌ーステーションたあみ

沖縄県名護市大南二丁目8番3号

名護市長渡具知

4770901256

、

令和 8 午10月1日

令和 8年10月1日~令和H午 9月30日

介護予防・日常生活支援総合事業第一号訪間事業

(旧介護予防訪問介護相当サービス)

1ν.・・r 「."ー

、゛

武豐'
^
^

二1,
^

しι{ーー"、-1、"【...
^^^

1,、、、ー.'、.1

、

■'

:

^

.

^.^阿畳^^,.ト,^.^^
!!



名護市告示第 166 号

地方自治法(昭和22年法律第67号)第219条第2項の規定に基づき、令和8年9月29日招集
の第224回名護市議会定例会において議決を経た下記予算の要領を別紙のとおり公表する。

令手Π8年9月29日

滕

令和8年度名護市介護保険特別会計補正予算(第2号)

名護市長

記

※なお、原本娚1俳勵については、財政課に備えてあります。

武豐
^

渡具知
'典1,.,";_打., §

1 ;r甲゛', JJ・・ー;'1 ゴ J」 1

、^ー^^..、、●■'.■^.^ーー'

1 " ,、."
ー
」
 
h
'
,
、



名護市告示第 47 号

送 書達刀丈公

下記督促状の送達を受けるべき者の住所、居所、事務所及び事業所がともに不明、又は外国において送達が困難であるため、地方税

法第20条の2の規定により告示します。

なお、公示送達する書類は、市長(国民健康保険課)が保管していますので、申し出があれぱいつでも送達を受けるべき方に交付し

ます。

r
^

ブ、令和8年10月6日

争

納税通知書番号

Ⅱ22401

.

類の名称

督促状

税

国民健康保険税

目

(注意)地方税法第20条の2第3項の規定に基づき、掲示を始めた日から起算して7日を経過したときは、書類の送達があ0たものとみなされます。

税額

年

令和8年度

度

名護市長渡具知武豊

期

第1期

別
者納

^

1/1

福地拓也

税 務書

一

義

'
L

、

ノ
玄.



別紙(第7条関係)

名護市公告第 S'8

令和 8 午 9

名護市公募型指名競争入札の実施に0いて

地方自治法(昭和22年法律第67号)第器4条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
寸。

月16日

尋

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

市道真川線道路改良工事

概要

6

士木一式工事

入札日時

7

名護市字安和地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結田~令和9年1月6日

予定価格
(消費税込み)

9

名護市長渡具知武豊

道路改良工事一式

最低制限価格

10

令和8年10月7日(水)午前9時30分

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

12 申請書提出期限

13

9,702,000円

設定tる

工事内容に関する
質問締司日

14

、

免除

質問に対寸る圓答

15

契約額の10分の 1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令和8年9月28日網)正午

電子契約

令和8年10月1日(太)正午

17 その他

令禾U8年10月2日(金)

18

令禾Π8年9月30日(水)

担当課

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。

週休2日工事

※本工事は週休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細は
特記仕様書参照のこと。

入札関係
工事関係

名護市工事契約検査課
建設士木課

号



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の土木一式工事g紐丞工』_旦墨に登録されている者であること。
心、

フ・

_、^

J立

地方自冶法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係が
あること。

「建設業法に基づく主任技術者となり得る国家資格取得者(1級・2級士木施工管理技
士、1級・2級建設機械施工技士または技術士)」

入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受け
ていない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であ0て、当該警告等に基づ
き要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指
名を見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていな
い者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であるこ
と。

会社更生法(平成H年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当する
ものを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

本案件は士木一式工事C級未受注業者に対し令和8年9月1日付け公告を行ったが、入
糺参加申請業者が入札執行可能規定数に達しなかったため入札不調となったものであ
る。また、前回公告時より設計金額が変更になったため、改めて土木一式工事C級全業
(受注済含む)及ぴ土木一式工事B級全業者(受注済含む)を対象として再度公告す

る。

本案件を士木一式工事B級業者が受注しても、士木一式工事の落札制限の対象としな
し、

心、

、

⑦

゛

」』.

」才

メ、

むし.

1-

⑮

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請青

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札にっいて

2

①
②
③
④
⑤
⑥

⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



4 提出書類

次に掲げる書類を令和8午9月28日正午までに工亊契約検査課へ提出してください。当該期限
を過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第丁別

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注
時又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

①配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第H号)様式
第8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写
し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年9月30日(水)に指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送
付します。

.

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚
偽の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書
類を確認しま司、。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立て
を市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面 q壬
意)により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



別紙 f第 7 条関係)

名護市公告第ら十

令和 8年9

名護市公募型指名競争入札の実施につして

地方自治法田召和22年法律第67号)第器4条第1項及び名護市公鼎型指名読争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名輔争入札を実施するため、次のとおり公告しま
t。

月18日

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

21世紀の森公園園路照明改修工事(その2)

概要

6

1首1ミ〔二r1春

入札日時

7

名護市宮里地内

入札場所

8
予定価格
(消費税込み)

契約締結日の翌日(又は契約締結日)~令和9年3月18日

9

名護市長渡具知武豊

園路照明改修工事一式

最低制限価格

N

令和8年10月玲日(火)午前部寺30分

入札保証金

U

名護市役所第1会議室

契約保証金

12 申請書提出期限

1゛

25,784,0山円

工事内容に関する
質問締切日

設定する

11

免除

質問に対tる回答

巧

契約額の10分の 1以上。ただし、金融機閉又は保証事業会社の保証
をt,つて契約保証金の納付に代えることができる,

指名通知日

16

令和8午9月30日(水)正午

1区子ち1糸勺

17

令和8年10月5日明)正午

そ心他

令和8年10月6日(火)

謂 担当課

令和8午川月2日(令)

対象■寸る、
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください

週休2日工事
※本二事は週休2口の取り鵜入を推進寸るため山上事である

特記仕様書参照のこ上、

入札閏係
工事関係

名護市工事契約検杏課
都市計画課

詳細は

号



2 入札参加資格要件

淡に掲げる事項の全てを満たしていなけれぱなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の電気工事A級に登録されている者であること。

今年度(令手Π8年4月1日から令和8年]0月13日の入札日までの問)に本市発注の電気工事
(予定価格1,000万円以上のもの)を受注した者ではないこと。

前年度繰越により継続して本市発注の電気工事(予定価格1,000万円以上のもの)を施
工中の者ではないこと。ただし、入札ヨの前日までに完成検査済みの者は除く。

地方自治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係があ
ること。

「建設業法に基づく監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格取得者 a,2級
電気工事施工管理技師又は技術士)」

入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受けて
いない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づき
要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指名を
見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていない
者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であること。

会社更生法(平成H年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当するも
のを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について

4 提出書類

次に掲げる書類を令和8年9月30日正午までに工事契約検査課へ提出Lてください。当該期限を
過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

2

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る揚合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注時
又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

山配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

矧営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第H号)様式第
8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10月2日(金Xこ指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送付
します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚偽
の記載を行っていると判断Lた場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書類を
確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立てを
市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任意)
により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



別紙(第7条鬨係)

名護市公告第巧号

偶

令和 8年9 同 25日

名護市公募型指名競争入札の実施について

地方白治法(昭和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

令千Π8年10月9日(金)

3 施工場所

4 工期

5

市道名護認号線道路改良工事(R8)

概要

6

士木一式工事

入札日時

7

名護市東江地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結日)~令平四年3月9日

予定価格
(消費税込み)

9

名護市長渡具知武豊.t,ilf上'"・・'・i・1,1J !
L

1
',ー'.f.、.、,}1ご.,ノ

道路改良工事一式

最低制限価格

10

令平Π8年10月15日(木)午前10時30分

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

姶

Ib

申請書提出期限

28,039,000円

13

設定する

18 担当課

工事内容に関する
質問締切日

令手Π8年10月7日(水)

1

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。

・ 1
.

週休2日工事

※本工事は週休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細
は特記仕様書参照のこと。

'

14

rlr -」 1

免除

入札関係
工事関係

質問に対する回答

、

15

名護市工事契約検査課
建設士木課

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令禾脂午10月5日明)正午

電子契約

令和8年10月8日(木)正午

17 その他

ノ
一
よ ..

T
'
,
」
"
J

'



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

瑠護市の士木一式工事旦盤X』生△盤に登録ざれている者であること。

地方白治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係が
あること。

「建設業法に基づく監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格取得者 a・2級
士木施工管卵技師、1・2級建設機械施工管理技士又は技術士)」

入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指瑠停止の措置を受け
ていない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づ
き要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指
名を見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていな
い者でない二と。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であるこ
と。

会社更生法(平成H午法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの問に不渡り等を生じていない者(前号に該当する
ものを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

本案件は士木一式工事B級未受注業者に対し令和8年8月21日付け公告を行ったが、入
札参加申請業者が入札執行可能規定数に達しなかったため入札不調となったものであ
る。

前回公告時より設計金額が変更になったため、改めて士木一式工事B級全業者(受注
済含む)及び士木一式工事A級全業者(受注済含む)を対象として再度公告する。本案
件を土木一式工事A級業者が受注しても、土木一式工事の落札制限の対象としない。

」'

心、

⑩

二立

^

゛'.

3 配布資料

①名護市公募型指瑠競争入札の実施にっいて(公告文)

②公募型指名競争入札参加申請書

③入札心得

④入札書

5 皇
ノ

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について
2

{
{
一

A
{

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

<
一

⑧
⑨

⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



4 提出書類

次に掲げる書類を令和8午10月5日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限
を過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

.

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注
時又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

山配置予定技術者の雇用確認ができる諧類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24午建設省令第H号)様式
第8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写
し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10見7日(水)に指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送
付します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚
偽の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書
類を確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立て
を市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任
意)により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に閧する事項

3



別紙(第7条関係) 物

名護市公告第ξ、6 号

令和 8年9月25日

名護市公募型指名競争入札の実施について

地方白治法(昭和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名鏡争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

入札に付する事項

工事名

2

名護市工事契約検査課
建設士木課

工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

三原福地線道路改良工事(その5)

概要

6

士木一式工事

入札日時

7

名護市字三原地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結田~令禾四年明29日

予定価格

(消費税込み)

名護市長渡具知武豊

9

道路改良工事一式

最低制限価格

10

令平口8年10月14日(水)午前10鉾30分

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

12 申請書提出期限

W

9,823,000円

設定する

工事内容に関する
質問締切日

14

免除

質問に対する回答

巧

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令和8年10月5日倒)正午

雷子契約

令和8年10月8日(木)正午

17 その他

令和8年10月8日(木)

18 担当課

令和8年10月7日(水)

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。
週休2日工事

※本工事は週休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細は
特記仕様書参照のこと。

入札関係
工事関係



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の士木一式工事C級に登録されている者であること。

今年度(令和8年4月1日から令和8年10月14日の入札日までの間)に本市発注の士木一式
工事を受注した者ではないこと。

前年度繰越により継続して本市発注の士木一式工事を施工中の者ではないこと。ただ
し、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。

地方自治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係があ
ること。

「建設業法に基づく監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格取得者(1級・
2級土木施工管理技士、 1級・2級建設機械施工管理技士又は技術士)」

入札日までの問に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受けて
いない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づき
要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指名を
見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であ0て、当該要求内容が改善されていない
者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であること。

.

会社更生法(平成H年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当司、るも
のを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札にっいて

2

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



4 提出書類 ゛

次に掲げる書類を令和8年10月5日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限を
過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注時
又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

①配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)様式第
8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10月7日 0月に指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送付
します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚偽
の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書類を
確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立てを
市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任意)
により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



名護市公告第57号

令和8年9月25日

.

名護市公募型指名競争入札参加申請書提出期限の変更について

令和8年9月16日付け名護市公告第脇号で公告を行った下記の公募型指名競

争入札について、申請書提出期限を変更するので、次のとおり公告します。

1.入札参加申請書提出期限を変更する案件

公告日:令和8年9月16日

公告番号:名護市公告第認号

工事名:市道真川線道路改良工事

2.変更後の申請書提出期限

変更前)令和8午9月28日

変更後)令和8年9月30日

名護市長渡具知
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別紙(第7条関係)

由

名護市公告第 5曹号

令和 8年9月29日

名護市公募型指名競争入札の実施にっいて

地方自治法(昭和22午法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

名護市工事契約検査課
文化スポーツ振興課

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

21世紀の森公園武道機能拡充整備水道管移設工事

概要

6

水道施設工事

入札日時

7

名護市大南地内

入札場所

8
予定価格
(消費税込み)

契約締結日の翌日(又は契約締結田~令和9年3月18日

9

名護市長渡具知

配水管移設工事一式

最低制限価格

10

令和8年10月15日(木)午前9時30分

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

12 申請書提出期限

13

37,356,000円

工事内容に関する
質問締切日

設定する

14

J

免除

質問に対する回答

巧

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令和8年10月6日(火)正午

電子契約

17

令和8年10月9日(金)正午

その他

令手口8年10月9日(金)

18 担当課

令和8年10月8日(木)

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。
週休2日工事
※本工事は週休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細は
特記仕様書参照のこと。

入札関係
工事関係

、
一
、
.
"
 
q
 
r
C
、
具

ノ
.
、
一
.
ー
ー

,
戸
.
ノ

L
 
ナ
 
r
-

、

ノ
.
一
.
.

H

一

ハ
、
 
F

.
,
.

一

■

、
〆

L

一

.

"

,
↑
、

>
1

■
.
ー
ー
■
 
1
旦
 
L
風
雫
冒
 
L
 
;

1
 
■
 
1
 
;
.
■

武 1

一



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなけれぱなりません。
名護市内に本店を有する者であること゛

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の水道施設工事に登録されている者であること。

今年度(令和8年4月1日から令和8年10月15日の入札日までの間)に本市発注の水道施設
工事(予定価格1,000万円以上のもの)を受注した者ではないこと。

前年度繰越により継続して本市発注の水道施設工事(予定価格1,000万円以上のもの)
を施工中の者ではないこと。ただし、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。

地方自治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係があ
ること。

「建設業法における、監理技術者、または、主任技術者となり得る国家資格取得者
Q級士木工事施工管理技士・技士補(実務経験3年以上)、2級土太施工管理技士・技
士補(実務経験5年以上))又は、技術士(上下水道部門)(総合技術監理音舮の」

入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受けて
いない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づき
要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指名を
見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていない
者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であること。

会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告昌の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当するも
のを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

名護市指定給水装置工事事業者を対象とする。

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について

2

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



4 提出書類

炊に掲げる書類を令和8年10月6日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限を
過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注時
又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

山配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第H号)様式第
8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10月8日(木)に指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送付
します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚偽
の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書類を
確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立てを
市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任意)
により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



名護市公告第59号

農業経営基盤強化促進法(昭和防年法律第紡号)第19条第7項の規定によ

り、地域農業経営基盤強化促進計画a也域計画)の変更案を作成したので公告・

縦覧する。

令和8年9月30日

ノ

記

1.地域農業経営基盤強化促進計画(地域計画)の変更案を作成した地区

(15)安和・山入端

2.縦覧場所

名言董市ホームページ

3.縦覧期間

令和8年10月5日~令和8年10月19日 17時15分

4.意見の申し立て

各計画案に対する意見については、意見書を名護市農業政策課に提出して

ください。

なお、意見書の提出期限は縦覧期間満了日までとし、対象期間外及び電話や

口頭による意見受付はできません。

名護市長 渡具知
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別紙(第7条関係)

名護市公告第厶0 号

令和 8年10月

名護市公募型指名競争入札の実施について

地方自治法佃召和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、炊のとおり公告しま
す。

.

2日

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

久志地区農業用ダム施設更新工事(その4)

概要

6

機械器具設置工事

入札日時

7

名護市字久志地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結鋤~令ネ四年3月18日

予定価格
(消費税込み)

名護市長渡具知武豊

9

ダム施設更新工事一式

最低制限価格

10

令和8年10月28日 0拘午前9時30分

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

'

12

冒J-^^^
:、!1 」r ^
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117,095,000円

申請書提出期限

,ニ'

13

令和8年10月21日(水)
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設定する

゛,

工事内容に関する
質問締切日

令和8年10月14日(水)

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をビ提出ください。

入札関係
工事関係

名護市工事契約検査課
農林水産課

,ー

i・,1

14

'ノ

」、
一

.コ'

一

免除

コ

質問に対する回答

15

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令和8年10月9日(金)正午

電子契約

17

令和8年10月20日(火)正午

担当課



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の機械器具設置工事に登録されている者であること。

今年度(令和8年4月1日から令和8年10月28日の入札日までの問)に本市発注の機械器具
設置工事(予定価格1,000万円以上のもの)を受注した者ではないこと。

前年度繰越により継続して本市発注の機械器具設置工事(予定価格1,000万円以上のも
の)を施工中の者ではないこと。ただし、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。

地方自治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係があ
ること。

「建設業法に基づく機械器具設置工事の監理技術者又は主任技術者となり得る国
家資格等取得者 Q級建築・電気・管工事施工管理技士・技士補(各資格取得後、機
械器具設置工事の実務経験3年以上を有する者)、2級建築・電気・管工事施工管理
技士・技士補(各資格取得後、機械器具設置工事の実務経験5年以上を有する者)、
監理技術者(機械器具設置工事業の監理技術者資格)、技術士(機械部問)(総
合技術監理部門(選択科目を「機械」」とするものに限る。))、登録計装基幹技能
等)、若しくは、建設業法に定める機械器具設置工事の実務経験を有する者

⑦

入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受けて
いない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づき
要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指名を
見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていない
者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であること。

会社更生法(平成H年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当するも
のを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。フコ、

配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について
2

3

①
②
③
④
⑤
⑥

⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



4 提出書類

次に掲げる書類を令和8年10月9日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限を
過ぎて提出のあ0た者については受付を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注時
又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

山配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)様式第
8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写し)

P

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10月14巨(水)に指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送付
します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚偽
の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書類を
確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立てを
市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任意)
により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



別紙(第7条関係)

名護市公告第厶1 号

令和 8年10月

名護市公募型指名競争入札の実施について

地方自冶法(昭和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

2日

、

、

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

辺野古地区農業用ダム施設更新工事(その2)

概要

6

機械器具設置工事

入札日時

7

名護市字辺野古地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結田~令平四年3月18日

予定価格
(消費税込み)

名護市長渡具知

9

ダム施設更新工事一式

最低制限価格

10

令禾那年10月28日(水)午前10時

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室
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契約保証金

12

令和8年10月20日(火)正午
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17 担当課

免除

令和8年10月21日(水)

53,097,000円

申請書提出期限

令和8年10月14日(水)

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。

玲

、冒

入札関係

工事関係

、

質問に対する回答

設定する

15

:
^
^

.1

工事内容に関する
質問締切日

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

名護市工事契約検査課
農林水産課

指名通知日

16

14

令禾脂年10月9日(金)正午

電子契約



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなけれぱなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

名護市の機械器具設置工事に登録されている者であること。

今年度(令和8年4月1日から令和8年10月28日の入札日までの間)に本市発注の機械器具
設置工事(予定価格1,000万円以上のもの)を受注した者ではないこと。

前年度繰越により継続して本市発注の機械器具設置工事(予定価格1,000万円以上のも
の)を施工中の者ではないこと。ただし、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。

地方自治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係があ
ること。

「建設業法に基づく機械器具設置工事の監理技術者又は主任技術者となり得る国
家資格等取得者(1級建築・電気・管工事施工管理技士・技士補(各資格取得後、機
械器具設置工事の実務経験3年以上を有する者)、2級建築・電気・管工事施工管理
技士・技士補(各資格取得後、機械器具設置工事の実務経験5年以上を有する者)、
監理技術者(機械器具設置工事業の監理技術者資格)、技術士(機械部門)(総
合技術監理部門(選択科目を「機械」」とするものに限る。))、登録計装基幹技能
等)、若しくは、建設業法に定める機械器具設置工事の実務経験を有する者

⑦

入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受けて
いない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づき
要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指名を
見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていない
者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であること。

会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの問に不渡り等を生じていない者(前号に該当するも
のを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について
2

①
②
③
④
⑤
⑥

⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫



4 提出書類

次に掲げる書類を令和8年10月9日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限を
過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注時
又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録してぃない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

①配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

矧営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)様式第
8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令チ脂年10月14日 ONに指
名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を送付
します。

.

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書頚を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚偽
の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書類を
確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立てを
市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任意)
により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



別紙(第7条関係)

名護市公告第厶2_号

令和 8年10月

名護市公募型指名競争入札の実施について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

5日

゛

入札に付する事項

工事瑠

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

21世紀の森球場バックネット改修工事

概要

6

造園工事

入札日時

7

名護市宮里、港地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結田~令和9午3月玲日

予定価格
(消費税込み)

9

名護市長

改修工事一式

最低制限価格

10

令平Π8年10月22日(木)午前10時30分

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

12 申諸書提出期限

20,185,000円

13

設定する

工事内容に関する
質問締切日

14

免除

質問に対する回答

15

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令和8年10月13日(火)正午

電子契約

令手Π8年10月16日(金)正午

17 その他

令矛Π8年10月19日網)

18

令和8年10月15日(木)

担当課

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。

週休2日工事
※本工事は週休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細
は特記仕様書参照のこと。

入札関係
工事関係

名護市工事契約検査課
都市計画課
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2 入札参加資格要件 t

次に掲げる事項の全てを満たしていなけれぱなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

瑠護市の造園工事に登録されている者であること。

゛J→

地方自治法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係が
あること。

「建設業法に基づく監理技術者または主任技術者となり得る国家資格取得者(1・2級
造園施工管理技士、技術士または職業能力開発促進法に基づく技能検定合格者)」

入札日までの間に、名護市指瑠停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受け
ていない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づ
き要求された内容を履行中の者その他名護市建設工事等請負業者選定委員会において指
名を見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていな
い者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であるこ
と。

会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ午法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当する
ものを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

本案件は造園工事未受注業者に対し令和8年8月20日付け公告を行ったが、入札参加申
請業者が入札執行可能規定数に達しなかったため入札不調となったものである。また、
前回公告時より設計金額が変更になったため、改めて造園工事全業者(受注中含む)を
対象として再度公告する。

心、
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3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について

1-{
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①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
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⑧
⑨

⑩
⑪
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⑭
⑮

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
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4 提出書類

次に掲げる書類を令和8年10月13日正午までに工事契約検杏課へ提出してください。当該期限
を過ぎて提出のあった者については受付を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工事が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注
時又は変更時工事カルテの写し(CORINS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

①配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24午建設省令第H号)様式
第8・号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写
し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10月15日(木)に
指名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を
送付します。

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚
偽の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書
頚を確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立て
を市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任
意)により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項

3



別紙(第7条関係)
嘘

楽.護市公告第 63 号

令和 8年10月7日

名誰市公募型指名競争入札の実施について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条第1項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
(平成24年告示第106号)に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

入札に付する事項

工事名

2 工事の種類

3 施工場所

4 工期

5

21世紀の森公園園路照明改修工事(その2)

概要

6

電気工事

入札日時

7

名護市宮里地内

入札場所

8

契約締結日の翌日(又は契約締結勵~令乎四年3月18日

予定価格
(消費税込み)

名護市長渡具知

9

園路照明改修工事一式

最低制限価格

10

令和8年10月26日例)午前10時

入札保証金

Ⅱ

名護市役所第1会議室

契約保証金

12 申請書提出期限

25,フ73,000円

玲

設定する

工事内容に関する
質問締釖日

14

免除

質問に対する回答

15

契約額の10分の1以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

指名通知日

16

令和8年10月15日(木)正午

電子契約

令和8年10月20日(火)正午

17 その他

令和8年10月21日(水)

18

令和8年10月19日網)

担当課

対象とする。
※電子契約にて契約締結を希望される場合は、落札後に電子契約利
用申請書をご提出ください。
週休2日工事
※本工事は週休2日の取り組みを推進するための工事である。詳細
は特記仕様書参照のこと。

入札関係
工事関係

名護市工事契約検査課
都市計画課
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2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。
名護市内に本店を有する者であること。

建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を受けていること。

瑞護市の電気工事A級に登録されている者であること。

゛J→

地方自冶法施行令第167条の4 (一般競争入札の参加者の資格)に規定する者に該当し
ない者であること。

下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と3力月以上の雇用関係が
あること。

「建設業法に基づく監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格取得者(1,2
級電気工事施工管理技師又は技術士)」

入札日までの問に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指瑠停止の措置を受け
ていない者であること。

名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づ
き要求された内容を履行中の者その他名護市建設τ事等請負業者選定委員会において指
名を見合わせることが決定された者でないこと。

入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていな
い者でないこと。

入札日において有効な総合評定値通知書(いわゆる経審)を受けている者であるこ
と。

会社更生法(平成H年法律第154号)に基づく更正手続又は民事再生法平成Ⅱ年法律第
225号)に基づく再生手続中の者でないこと。

公告日の3力月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者(前号に該当する
ものを除く。)であること。

入札までにおいて、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工事等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

本案件は電気工事A級未受注業者に対し令和8年9月18日付け公告を行ったが、入札参
加申請業者が入札執行可能規定数に達しなかったため入札不調となったものである。ま
た、前回公告時より設計金額が変更になったため、改めて電気工事A級全業者(受注中
含む)を対象として再度公告する。
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3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について(公告文)

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書

図面

数量計算書

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

資本関係等のある資格者同士の入札について
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4 提出書類

次に掲げる書類を令和8年10月15日正午までに工事契約検査課へ提出してください。当該期限
を過ぎて提出のあった者については受村'を行いません。

①公募型指名競争入札参加申請書(様式第3号)

②配置予定技術者に手持工亊が有る場合は、 CORINSの工事カルテ受領書及び受注
時又は変更時工事カルテの写し(COR INS登録していない場合は、契約書の写し)

③配置予定技術者に係る書類

①配置予定技術者の雇用確認ができる書類

②資格者証の写し

③営業所技術者等が確認できる書類(建設業法施行規則(昭和24午建設省令第H号)様式
第8号(営業所技術者等証明書)もしくは様式第1号別紙4(営業所技術者等一覧表)の写
し)

5 指名通知予定日

上記4の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和8年10月19日明)に
指名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を
送付します。

3

6

入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記2に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚
偽の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書
類を確認します。
入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立て
を市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面(任
意)により、担当課まで提出してください。

落札者の決定に関する事項


